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Ⅰ は じ め に
　司法取引大国であるアメリカ合衆国において，
証言取引ほど刑事司法システムに深く浸透した実
務はないと言われる1）．証言取引とは，検察官が
証言を得ようとする証人（協力者）に対し，被告
人（標的者）の事件で証言することと引き換えに，
当該証人に何らかの利益を与えるという約束を結
ぶことを指す．利益の内容は金銭や証人の被疑事
実に関する量刑上の優遇，協力者の家族や友人の
不訴追まで多岐に渡る．
　合衆国最高裁は，捜査・訴追協力型取引につい
て，協力者証言に虚偽の危険があることを認めな
がらも，標的者は反対尋問や証拠開示，陪審説示
という手続保障によって保護されているのだから，
協力者証言を証拠排除するには至らないと判断し
ている2）．また，検察官は証言取引において，た
とえば協力者が利益を得るのは標的者の有罪判決
を得た場合に限られるという条件を付すことがで
きる．このような条件付証言取引の場合，一見し
たところ通常の証言取引よりも虚偽の誘引が大き
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要 旨
　アメリカ合衆国において証言取引は刑事事件の立証のためごく一般的に用いられている．他方，連邦
では証言を理由に価値あるものを供与等することが合衆国法典第18編201条⒞ ⑵の証人への心づけの罪
に該当する．こうした心づけ規定に証言取引が抵触するのではないか争点となったのが第10巡回区控訴
裁判所の United States v. Singleton である．Singleton では，証言取引が心づけ行為に当たることは積極的
には否定されないにもかかわらず，法廷意見は，検察に証言取引の大権があることを根拠として，検察
官が同条の主体から除外され，証言取引は適法であると判断する．法廷意見の判断は，つまるところコ
モンロー上の慣習を根拠にするものであり，その理由付けは薄弱であると批判された．一方で，他巡回
区の判断はこれを支持するものが多数にのぼる．このため Singleton の規範は判例上，受容されていると
評価せざるを得ない．しかし同時に Singleton は，自身の判断が証言取引の制約原理として働きうること
に自覚的である．
110
い取引手法が用いられているが，連邦控訴裁判所
は，実質的な虚偽のおそれは通常の証言取引と大
差ないとして証拠排除は不要だと判断している3）．
　要するに，合衆国の判例は，証言取引に基づく
協力者証言に一定程度の類型的な虚偽のおそれを
認めながらも，標的者には手続保障が与えられて
いることを重視して，虚偽のおそれを理由とする
証拠排除は不要であると判断している．したがっ
て，証言取引が虚偽を誘発するという事実をもっ
て協力者証言の証拠排除が認められる余地はほと
んどない4）．
　しかしながら，そのことから直ちに，証言取引
は適法であり，正当な証拠収集手法であると即断
することはできない．それは，合衆国法典第18編
201条が，公務員に対する賄賂の罪と並んで，証人
に対する賄賂の罪も規定しているからである．本
条は，証人の証言のためにする利益供与等を処罰
するものであるが，証言取引は，証言獲得を目的
に証人へ利益を与える約束を結ぶものであるから，
こうした証人買収（witness bribery）・心づけ
（illegal gratuity）の規定に正面から抵触しうる．
　証言取引が証人買収・心づけの罪の存在にもか
かわらず適法であると言う余地はあるのか．この
うち特に心づけの罪との関係が実際に争点となっ
た事件が第10巡回区控訴裁判所の United States v. 
Singletonである．本稿はこのSingleton事件を通し
て証言取引と証人の心づけの罪の関係および判例
の採用した正当化根拠について検討したい5）．
Ⅱ United States v. Singleton
1 　Singleton 事件の概要
　本稿が検討の対象とする Singleton 事件は次のよ
うなものである．
　被告人は，コカイン頒布の共謀等で大陪審起訴
され，有罪となった者であるが，その公判におい
て証人となったDが検察官と証言取引をしていた．
すなわち，D は真実の証言をするかわり，有罪答
弁した事実以外で訴追を提起されず，また検察官
が量刑裁判所やパロール委員会に D の協力内容を
報告するという約束を結んでいた．そこで被告人
は，D の結んだ取引は検察官が証言の見返りに何
らかの価値の供与を約束したものであって，201条
⒞ ⑵の証人への心づけの罪にあたるから，D 証言
は違法収集証拠として証拠排除されるべきである
と主張した．地方裁判所はこれを退け，公判審理
の結果，被告人は有罪となった6）．これに対し被
告人が上訴した．
　第10巡回区控訴裁判所合議体（Singleton I）は，
全員一致で被告人の主張を容れて判決を破棄した．
Singleton I は，本件証言取引について201条⒞ ⑵
該当性を認める．つまり，201条⒞ ⑵は，⑴ある
者に対して供与またはその申込み，もしくは約束
をし，⑵その供与等の目的物が価値あるものであ
り，かつ，⑶当該供与等が証言のためするもので
あれば成立するところ，本件証言取引はこれらの
要素を満たしている7）．また，検察官は本条の主
体から除外されない8）．そして，刑事免責や相当
程度の協力条項等，他の法律規定との比較をして
も，立法府が特別に証言取引を許容していると解
することができない9）．以上のように論じ，本件
証言取引は201条⒞ ⑵に照らして違法であり，D
証言は違法収集証拠として排除されなければなら
ないとし，原審の判断を破棄して差し戻した．
　Singleton I は，こうして，証言取引の違法性を
宣言した．しかしながらこの判断は判決から 9 日
後の1998年 7 月10日に第10巡回区控訴裁判所自身
の手によって破棄されている10）．Singleton 事件は
大法廷に付され，1999年 1 月 8 日，Singleton の主
張を退ける判断を下した（Singleton II）11）．
　Singleton II では， 7 名の裁判官が参加した法廷
意見において，201条⒞ ⑵該当性を否定する．
Singleton II 法廷意見によれば，検察官は同条の主
体たる「何人も（whoever）」に該当しない12）．法
廷意見は，「何人も」という語が通常，いかなる者
も例外としない意味だということを認める13）．し
かしながら法廷意見は，以下の理由から，検察官
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が201条⒞ ⑵の主体に該当しないと判断する．す
なわち，第一に検察官は訴追権限という連邦の主
権（sovereign）を行使する唯一の存在であり，当
該主権は検察官の行為を通じてしか行使すること
ができない．それゆえ，検察官はこの限りで連邦
の分身であって，「何人も」に大権を行使する連邦
政府が含まれると解するのは不当である14）．第二
に，Nardone v. United States において合衆国最高
裁は⑴確立された権利利益に対する主権が侵害さ
れる場合，または⑵不当な結果が生じる場合，政
府機関や官吏は当該条文の包括的文言から除外さ
れると判断している15）．そこで，まず⑴に関して，
証言取引はコモンローの時代から深く浸透した実
務であって，確立された大権であるから，これを
禁止することは許されない主権の侵害である16）．
また，検察官が201条⒞ ⑵の対象とすることは，先
に見たとおり，連邦を処罰することと同じである
から，これによって不当な結果が生じているので
あって⑵の要素も満たす17）．したがって，検察官
は201条⒞ ⑵の主体には含まれず，証言取引によ
って得た証拠を証拠排除する理由はないと判断し
た．
　これに対し二名の裁判官からなる Singleton II 同
意意見は，法廷意見が Nardone 法理の解釈適用を
誤っていると批判しつつ18），刑事免責等の法律に
よって証言取引は議会が適法と是認する行為であ
るから，証人の心づけは成立せず，違法ではない
とする19）．また，Singleton I を構成した三名の裁
判官の反対意見は，法廷意見・同意意見の論拠を
逐一批判し，証言取引は201条⒞ ⑵に照らして違
法であると論じた20）．
2 　Singleton 事件の意義
　Singleton I は，前述したように一週間余りで破
棄され，ごくわずかの間しか有効ではなかった．
にもかかわらず，Singleton I の判断は当時大きな
影響力を持った．とりわけ捜査訴追関係者には驚
きを持って受け止められた．それは，Singleton I
で争われた証言取引がごく典型的なものでありな
がら，これを違法であると宣言したため，結果的
として証言取引一般を禁止するに等しかったため
である．現に，Singleton I の判断後，証言取引事
件の被告人が全米において検察官の行為が201条
⒞ ⑵に反していると主張していた．このため，第
10巡回区外においても，あらゆる連邦の裁判所が
201条⒞ ⑵該当性を検討しなければならなかった．
たとえばSingleton Iから70日ほど経ったころには，
すでに90の地方裁判所で Singleton の規範に関する
判断が下されていたと言われている21）．それだけ
Singleton の主張は広く援用された．
　しかしながら，連邦控訴裁判所のうち，Singleton 
I を是認し，証言取引が201条⒞ ⑵に違反すると判
断したものはなかった．証言取引をほとんど包括
的に禁止するという Singleton I の急進的な判断は
受け入れられるところではなく，一時においては
爆発的な反応をもたらしたものの，今日ではすで
に過去のものとなっている．被告人が201条⒞ ⑵
違反を根拠に証拠排除を申し立てたとしても，そ
れが奏功する見込みはほぼない．
　もとより，Singleton I の規範が最終的に生き残
るものだとは誰も信じていなかった22）．刑事事件
の立証に際して証言取引が欠かすことのできない
実務の現実に照らせば，この結末は容易に予想可
能である．したがって，Singleton II の勝利は，証
言取引の有用性を鑑みれば約束されたものだった．
　しかし，事件の最終的な帰趨は火を見るより明
らかだったにもかかわらず，Singleton 事件の争点
はそれほど単純なものではなかった．以下で詳し
く見るように，証言取引が文言上，201条⒞ ⑵の
要件を満たすという評価はほぼ避けられない．そ
れゆえ，証言取引をめぐる従来の判例とは異なり，
Singleton ではその違法性がほとんど推定されてい
る．このため，検察官および裁判所は，証言取引
の法的正当化を積極的に論じなければならなかっ
た．Singleton 事件は証言取引の拠って立つ基盤を
問うものだったのである．
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Ⅲ 証人買収・心づけの規定
1 　201条の構造
　Singleton 事件の検討に移る前に，証人買収・心
づけの罪について，基本的な内容を確認しておき
たい．連邦において，証人買収・心づけの罪は合
衆国法典第18編201条に規定され，賄賂の罪の一部
をなすものである．201条は公務員に対する賄賂と
証人に対する賄賂を処罰するものであり，それぞ
れについて贈収賄ないし買収罪と心づけの罪を規
定している．すなわち，客体の違いによって公務
員に対する汚職と証人に対する汚職が分かれ，主
として犯意の有無によって贈収賄および証人買収
と，心づけの罪が区別される23）．
　具体的には，201条⒝が贈収賄および証人買収
を，201条⒞が公務員・証人に対する心づけを扱っ
ている．証人買収の規定は201条⒝ ⑶，⑷であり，
それぞれ供与側，収受側を処罰するものである．
これに対し証人への心付けは201条⒞ ⑵，⑶に定
められている．これもそれぞれ供与側，収受側を
分けての規定である．
　201条⒜は定義規定である．201条⒟は証人買
収・心づけの例外規定である．
2 　証人への心づけ
　証人への心づけの罪は1962年に新設されたもの
である24）．証人買収罪が少なくとも1909年には立
法されていたのと比較すると心づけの罪は比較的
新しい規定だといえる．
　201条⒞ ⑵は，「何人も，裁判所，議会委員会，
または連邦法により証拠を審査もしくは証言を聴
取する権限を認められた省庁，委員会もしくは公
務員の面前における公判，審問，その他の手続で，
宣誓または確約のもと，証人のする証言もしくは
すでにした証言または証人が証言をしないことを
理由に，直接的または間接的に，何らかの価値あ
るものの供与，申込みまたは約束をした者は，本
編に定める罰金ないし二年の拘禁刑を科される」
としている．
　証言取引との関係で本条が成立するためには，
⑴何らかの価値あるものを，⑵すでにした証言ま
たはこれからする証言を理由に，⑶証人に対して
供与，申込みまたは約束をすることの各要素を満
たしていなければならない．この心づけ規定は，
公務員に対する心づけ規定である201条⒞ ⑴と証
言，証人の要素以外で要件が共通する25）．
　⑴「何らかの価値あるもの」は，金銭的利益に
限られず，さまざまのものを含みうる．有体物で
あるか無体物であるかは問われない26）．判例に現
れた例としては，選挙資金27），株28），将来の就職
斡旋29）などがある．価値あるものか否かは収受側
の主観面を基準に判断され，たとえ客観的には商
業的な値打ちがなかったとしても収受者が価値を
認めていればそれで足りる30）．
　⑵「すでにした証言または将来の証言を理由に」
とは，証人に対する心づけは証人の証言に報酬を
与えるだけで成立することを意味する31）．供与等
が過去の証言のためになされていても，未来の証
言のためになされていても，いずれであれ本罪に
該当する32）．
　もっとも，証人の証言前あるいは証言後に利益
供与が行われたという事実だけでは証人への心づ
けには当たらない．「証言を理由に」とされている
以上，証言と供与等の間に関係性のあることが立
証されなければならない33）．交友など個人的な関
係をもとにしているのであれば処罰されないが34），
部分的であれ証言を理由としていたならば心づけ
に当たる35）．証人の証言とともに別の理由が並存
していたとしてもそのことは処罰を否定する理由
にはならず，本罪の成立は妨げられない36）．
　⑶「供与，申込み，約束」はいずれかがなされ
れば足りる．そのため，証人に対して実際に価値
あるものが供与されていなくても，申込みや約束
をした時点で既遂となる．他方，準備行為は犯罪
とならない．したがって，申込みと準備行為の区
別が問題になるが，裁判例によれば，申込みとな
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るためには，贈賄側が支払い能力とその意思があ
ることを表示する必要があるとされる37）．
3 　証人買収罪
　証人の心づけが比較的軽い罪であるのに対し，
証人買収罪を定める201条⒝ ⑶は「何人も，裁判
所，議会委員会，または連邦法により証拠を審査
もしくは証言を聴取する権限を認められた省庁，
委員会もしくは公務員の面前における公判，審問，
その他の手続で，宣誓または確約に基づく証人の
証言に影響を及ぼす犯意のもと，または証人を手
続から欠席させる犯意のもと，直接的または間接
的に，何らかの価値あるものを不正に（corruptly）
供与，申込みまたは約束をした者は，本編に定め
る罰金もしくは価値ある物の価額の 3 倍を超えな
い限度での罰金，ないし15年の拘禁刑を科される．
また，名誉，信任または報酬を伴う官職の資格を
剥奪されうる」とする．
　証人買収罪の縮小犯罪が心づけの罪であると言
われるように38），両罪ではほとんどの要素が共通
している．つまり，これらはいずれも，何らかの
価値あるものを証人に供与，申込みまたは約束を
することが必須である点で同じである．違うのは，
証人買収罪では証言に影響を及ぼす犯意および「不
正に」供与等をすることを要求している点である．
　まず，証言に影響を及ぼす犯意が必要である以
上，当然ながら供与側にそうした意図がなければ
ならない．また，これに加えて，すでにした証言
に影響を及ぼすことはできないから，証人買収罪
はいまだなされていない証言に対してしか成立し
ない39）．
　不正性は，一般に，証言をすることと引き換え
に物を供与するという犯意のことを指し，対価性
（quid pro quo）を意味すると解される40）．対価性
と言っても，贈収賄罪の文脈では，引き換えにな
っている公務が実現されることまでは要求されず，
特定の公務をするという合意のもと金銭の授受等
が行われれば足りるとされている41）．証人買収罪
でも同様に，証人が合意された証言，たとえば被
告人に有利な虚偽証言などを実際にすることまで
は要求されていない．
4 　例外規定―201条⒟
　201条⒟は証人買収・心づけの例外を定めてい
る．本条は，201条⒝ ⑶，⑷の証人買収および201
条⒞ ⑵ ⑶の心づけについて，「証人に対して法に
より手当てを支給すること，証人を召喚した当事
者が証人の旅費および公判出廷にかかった逸失利
益を合理的範囲内で支払うこと，または専門家証
人が意見の準備およびその証言のためにかかった
合理的費用を支払うことを禁止するものと解釈し
てはならない」としている．
　本条は，証人が出廷して証言をするのにかかっ
た費用の補償は証人買収・心づけの処罰対象とな
らない趣旨を明らかにするものである．補填とし
て証人の不利益に穴埋めをはかるものであり，証
人の証言を根拠に利益を与えるというものではな
い．証言取引は，当然のことながら201条⒟の規定
には該当しない．
Ⅳ 証言取引の201条⒞ ⑵該当性
1 　各判断の差異と201条⒞ ⑵該当性
　Singleton I は，証言取引が201条⒞ ⑵の定める
証人に対する心づけの各要件を満たし，検察官は
同条の主体である「何人も」にも該当するとして
同罪の成立を肯定する．そして，法執行機関の正
当化法理や他の法律との関係を考慮しても，例外
には該当せず，結論として，当該証言取引は違法
であり，この取引から得られた証言は違法収集証
拠であるとして証拠排除を認めた．
　これに対し，Singleton II では，Singleton I を構
成した 3 名の裁判官による反対意見を除き，証言
取引は201条⒞ ⑵には当たらず適法であると判断
している．しかし，その理論構成は法廷意見と同
意意見で異なる．法廷意見は Nardone 法理を用い
て検察官は「何人も」という主体には含まれず，
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心づけにならないと説明する．他方，同意意見は，
Nardone 法理を肯定した法廷意見の理論構造を批
判しつつも，刑事免責等，各種法規との関係から，
検察官には証言と引き換えに価値あるものを供与
することが認められているとする．Singleton I と
Singleton II の分水嶺になるのは，Nardone 法理適
用の可否ないし他法規との関係による正当化を是
認するかということである．
2 　証言取引は心づけの要件を満たすか
　したがって，Singleton I および Singleton II の各
意見は，心づけの成立・不成立，およびその理論
構成について対立があるものの，証言取引が主体
を除く201条⒞ ⑵所定の要件を満たすということ
に関しては積極的な争いはない．Singleton II 反対
意見が心づけの罪の成立を認めるのはもちろん，
同意意見もまた，証言取引が201条⒞ ⑵の要件を
満たすことは肯定している42）．検察官は201条⒞ ⑵
の主体に当たらないとする法廷意見さえ，それ以
外の要件充足性を積極的には否定していない43）．
　Singleton I は，証言取引が201条⒞ ⑵に該当す
ることを次のように論証する．まず，Singleton 事
件では有罪答弁した事実以外で検察官は訴追を提
起せず，また関係諸機関に協力内容を報告すると
いう約束が結ばれていた44）．201条にいう価値ある
ものとは，前述したように有体物に限らず無体物
をも対象とし，価値があるか否かは受領者の主観
を基準とする．そこで Singleton I は，当該約束が
量刑の減刑をもたらすものであり，身体の自由よ
り重要なものは想定しがたいから価値あるものに
該当すると評価する45）．確かに，本件約束は，証
人 D の身体拘束からの解放を確約するものではな
かったが，身体拘束からの解放という目的達成の
重要な一手段となるものであるから，価値あるも
のであることは否定されない46）．そして，本件証
言取引は答弁取引の一部としてなされてはいるも
のの，報酬が証言の見返りになっていることは明
らかであるから，証言を理由に供与の約束をした
とする47）．この Singleton I の評価には Singleton II
法廷意見・同意意見のいずれも反論を加えていな
い．
3 　先　　　例
　こうした Singleton I の判断は，証人の心づけに
関する通説的理解に従ったものであり，証言取引
がこれらの要件を満たすと解するのは自然な解釈
である．もっとも，Singleton以前に証言取引と201
条⒞ ⑵の関係が争点となった事件が皆無というわ
けではない．Singleton I 自身が先例との関係を検
討しているように，証言取引と証人買収・心づけ
の関係が争点となった事件は，ごく少数ではある
が存在している48）．そしてこれらの判断は，すべ
て201条⒞ ⑵の成立を否定している．
　これら裁判例は，大別すると，⑴合衆国最高裁
の判断が検察官の証言取引を結果として適法と認
めていることを指摘するもの49），⑵検察官が価値
あるものを供与したとはいえないとするもの50），
⑶201条⒞ ⑵は虚偽の証言についてのみ成立し，そ
のような立証がない限り証言取引は適法であると
するもの51），⑷検察官の利益供与が法律に基づき
権限のあることを根拠に証言取引を是認するも
の52）に分けられる．
　しかしながら，まず⑴について，合衆国最高裁
の判断は必ずしも証言取引が201条⒞ ⑵に当たら
ないと判断したものではない53）．確かに，Giglio v. 
United States は，証言取引の合意に関する証拠開
示が必要的であると判断する際，証言取引行為は
証人の信用性にかかわるものであるとしたのであ
って，証言の排除を導くものと評価してはいない
が54），Giglio では被告人が201条⒞ ⑵違反を主張し
ていたわけではなく，その違法性が争点となって
いたわけではない55）．また，当該証言取引の存在
が証人の信用性を弾劾するものであると同時に，
証人への心づけにも当たりうるということは両立
可能であって，どちらを主張するかは弁護人の争
い方にもよるといえるだろう56）．
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　⑵は，価値あるものの供与に当たらないとした
ものである．この事件では，もし証人が真実の証
言をすれば，検察官が関係諸機関を説得し，当該
機関が酒類販売許可を取り消さないという合意を
得ていた57）．心づけに当たらないのは，検察官が
あくまで関係諸機関への働きかけをしたに留まる
のであって処分権限がなかったこと，および現状
維持は供与に当たらないということに基づいてい
た．結果として，このような証言取引は201条⒞ ⑵
に該当しないと判断されたのだった．
　しかし，価値あるものかどうかは被告人の主観
面を基準に判断される．証言取引をしなければ免
許が剥奪される可能性がある状況において，検察
官が免許を取り消さないよう関係諸機関を説得す
ることは，それ自体が免許取消しの可能性を相当
程度減少させる点で証人にとっての利益は大きい
といえる．したがって，検察官が関係諸機関に免
許取消しの説得をすることが，価値あるものに当
たらないということはできない．免許に関する権
限が検察官にないこともまた本罪の成立を妨げる
要因にはならない．201条の罪は申込みによっても
既遂となり，現実に利益が供与される必要はない
のだから，検察官に免許の処分権限が実際にはな
いことは201条の成立には無関係である．現状維持
が供与に当たらないとしたことについても，その
ような区別を設ける必然性はない58）．
　⑶の201条⒞ ⑵は虚偽の証言に対して利益供与
等をした場合のみを処罰するという解釈も無理が
ある．201条⒞ ⑵はあくまで証言を理由とする供
与等としか規定しておらず，虚偽の証言であるこ
とを文言上要求していない59）．201条⒝ ⑶の証人
買収との比較を考えても，証人の心づけに虚偽性
が必要であると考えることはできない．仮に心づ
けの成立には証人のしようとした証言が虚偽であ
ることの立証が必要だとすれば，本来は不要の犯
意か，あるいはそれ以上のものを要求しているこ
とに他ならない60）．そのような解釈を採用すると，
証人の心づけは証人買収の縮小犯罪であるにもか
かわらず，結果として両規定の違いは消滅するた
め61），不当である62）．
　⑷は，実質的には Singleton II の同意意見と同様
の見解を採用したものである．この事件では検察
官が民事上の免責を約束したことの不当性が争わ
れ，法律により免責付与権限が認められているか
らこのような利益供与が許容されるとした．しか
し，民事上の免責は証言取引の権限を検察官に与
えたことと同じではないから，この理由づけは成
立しない．
　このように，先例はすべて201条⒞ ⑵の成立を
否定してはいるが，説得的な論拠があったという
ことはできない．少なくとも証言取引が201条⒞ ⑵
の各要素を満たすと判断したことについて，
Singleton I は正当であると言ってよい．
Ⅴ Singleton II 同意意見
1 　刑事免責，証人保護規定，相当程度の協力
条項
　したがって，Singleton I の判断したとおり，証
言取引が証人への心づけに当たることは認めざる
を得ない．これに対し Singleton II の法廷意見・同
意意見はそれぞれ別の根拠から心づけに当たらな
いことを論証する．
　同意意見は，仮に証言取引が証人に対する心づ
けの要素を満たすとしても，検察官にはそうする
法律上の権限があるのだから，証人と取引するこ
とは許容されるとする．つまり，201条⒞ ⑵の証
人への心づけの罪は一般法であり，証言取引を許
容する特別法があるならば，後者の方が優先して
適用されるのだと主張する63）．同意意見が検察官
の証言取引を特別に許容する規定として参照する
のは合衆国法典第18編6001条から6005条の刑事免
責，第18編3521条の証人保護規定，第18編3553条
（e），連邦刑事規則32条および量刑ガイドライン
5 K.1.1の相当程度の協力条項である．
　まず，刑事免責とは，自己負罪拒否特権を主張
して証言を拒絶する証人に対し，使用および派生
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的使用免責，つまりその証言および証言から派生
して得られた証拠をその証人に不利な証拠として
利用しないという保障を与え，自己負罪拒否特権
を消滅させて強制的に証言を得るという制度のこ
とである．第18編6002条が規定するように，裁判
所が「本章に基づく命令を発したとき，証人は自
己負罪拒否特権により当該命令の遵守を拒否する
ことはできない」かわりに，「当該命令により強要
された証言その他の情報（または証言その他の情
報から直接ないし間接的に派生したあらゆる情報）
は，偽証，虚偽供述，命令不遵守での訴追を除い
て，刑事事件において証人に不利な証拠として利
用できない」という保障を与えるものである．自
己負罪拒否特権の消滅に当たって使用および派生
的使用免責を与えなければならないのは，このよ
うな免責が合衆国法典第 5 修正の自己負罪拒否特
権と同様の保護範囲だからである64）．
　刑事免責は司法長官等の承認を得た検察官が請
求し，裁判所がこれを付与する65）．刑事免責の決
定をするのは裁判所であって検察官ではない．こ
のため，刑事免責法規は検察官が刑事免責を請求
することのみを認めたものであって，刑事免責を
付与する検察の権限を是認したとはいえないよう
にも見える66）．しかし，同意意見が指摘するよう
に，刑事免責の付与に当たっては裁判所よりも検
察官の役割が決定的である67）．第18編6003条⒜が，
地方裁判所は検察官の請求に基づき，刑事免責を
付与して証人に証言するよう命令を「発さなけれ
ばならない（shall be）」としているように，刑事
免責の付与が裁判所の裁量に左右されることはな
い68）．当該手続における裁判所の役割は刑事免責
の要件を満たすかの確認にとどまる69）．議会は一
定の司法省官僚に刑事免責を認める排他的な権限
を与えたのだといえる70）．
　次に，証人保護規定は，証人となった者の保護
を図るための規律である．本条は，組織犯罪等の
重大犯罪で検察側証人となる者に対し，当該証人
ないしその親族に身体的危害等からの保護を与え
ることができると定めたものである71）．保護を与
えるための要件は証人やその家族が証人となった
ことにより暴力犯罪等の被害に遭う危険のあるこ
とであり，この判断主体は司法長官である72）．提
供できる保護の具体的内容には，新しい身元にな
るための書類73），住居74），基本的生活費75），居住地
等に関する情報の一定程度の秘匿76）などがある．
　保 護 を 受 け る 証 人 は 司 法 長 官 と 合 意 覚 書
（memorandum of understanding）を交わさなけれ
ばならない77）．この覚書には証人の義務が列挙さ
れ，犯罪を犯さないことや78），法律上の義務に従
うこと79）と並んで，あらゆる手続での証言義務80），
政府機関の要請に対する協力義務81）などが定めら
れる．証人が義務違反をした場合，保護が打ち切
られることがあるとされている82）．
　また，相当程度の協力条項は，被告人となった
者が捜査・訴追機関に相当程度の協力をしたこと
を根拠に刑の減刑をはかることができるというも
のである．第18編3553条（e）は「裁判所は検察官
の申立てに基づき，被告人のした他人の犯罪事実
に関する捜査ないし訴追協力を考慮して，下限刑
を下回る刑罰を科すことができる」と定める．本
条は，量刑宣告前にした協力に関する規定である．
反対に，量刑宣告後に捜査協力をした場合であっ
ても，連邦刑事規則35条⒝ により減刑が認められ
うる．さらに，量刑ガイドライン上の量刑に関し
て， 5 K.1.1は「被告人が他人の犯罪事実に関して
相当程度の協力をしたという検察官の申立てに基
づき，裁判所は量刑ガイドラインからの離脱をす
ることができる」と定める．
　これら相当程度の協力条項は被告人の協力に対
して法定刑や量刑ガイドラインの下限を下回る利
益を認めるものである．実際に減刑をはかるかは
裁判所の裁量に委ねられているため，刑事免責と
は異なり，相当程度の協力をしたからといってこ
うした利益が認められるとは限らない．しかし検
察官の申立てがなければ離脱はありえず，検察官
にはなお大きな権限が認められているといえる．
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2 　同意意見の論理
　Singleton II 同意意見は，こうした制度が法定さ
れていることを根拠に検察官の証言取引が許容さ
れていると論じる．すなわち，刑事免責，証人保
護規定，相当程度の協力条項は，すべて証言を理
由とする利益供与を正当化すると解している．
　同意意見によれば，刑事免責は，派生的使用免
責により証人が利益を得るのと同時に，検察官が
非協力的な証人から証言を引き出すという制度で
あって，証言取引手段としての役割を果たすもの
である83）．証人保護規定もまた，刑事免責と同様，
証人が証言することと引き換えに利益を与える権
限を是認している84）．
　さらに相当程度の協力条項は，証言に対して減
刑の利益を与えることを認めている85）．第18編3553
条（e）は必要となる協力の内容について，捜査お
よび訴追協力としか定めていないが，証言協力が
訴追協力に含まれないとする理由はなく86），証言
協力についても減刑を認める趣旨であることは疑
いない87）．加えて，相当程度の協力条項は，証言
に対して報酬を与えることのみならず，証人とな
りうる者に協力条項の存在を告知し，そうした報
酬を得られるチャンスがあることを伝えることま
で許容している，とする88）．
　同意意見は，こうして，証言取引の201条⒞ ⑵
該当性を認めながらも，刑事免責，証人保護条項，
相当程度の協力条項の存在により，これらの条文
の範囲内で証言取引は許容されるとする．同意意
見が自認するように，この解釈は証言取引の許容
性が前記条文の要件を満たすかにかからせる点に
利点がある89）．つまり，刑事免責等に法定された
要件が同時に証言取引の適法要件となるのであっ
て，もし要件を満たさない証言取引をした場合，
当該取引をした検察官が201条⒞ ⑵によって処罰
されるということを意味する．これによって，証
言取引の手続整備が図られると同時に，検察官の
行き過ぎた行為を制限する刑罰法規がもたらされ
ると同意意見は評する90）．
3 　同意意見の誤謬
　このように同意意見は検察官と証人が証言取引
することは法律の範囲内で許容されているとする．
刑事免責も証人保護規定も相当程度の協力条項
も，すべて検察官が証言と引き換えに価値あるも
のを供与することを適法としているのだから，証
言取引は証人への心づけには当たらない．証言取
引はその正当化根拠となる条文解釈の限度で適法
だとする．
　しかし，同意意見の論証は成功しているとはい
えないだろう．これらの条文は証言取引そのもの
を定めたものだということはできないからである．
　まず，同意意見の挙げる条文のうち，刑事免責
と証人保護規定は，証言を理由に利益を与えると
いうものではない．刑事免責は，証言ではなく，
合衆国憲法第 5 修正で保障された自己負罪拒否特
権のために与えられるものである．自己負罪拒否
特権を主張する証人からなお証言を得ようとする
場合，使用・派生的使用免責を与えなければなら
ないのは，少なくとも自己負罪拒否特権と同様の
保護を証人に対して擬似的に与えて負罪の要素を
なくさなければ，強要により負罪証言を得たこと
になって，まさに第 5 修正違反になるからであ
る91）．刑事免責は単なる証言と対価関係に立つの
ではなく，自己負罪拒否特権を主張する証人から
証言を獲得することと対価である92）．もし仮に刑
事免責が自己負罪拒否特権ではなく証言を対価と
するのであれば，理由なく証言拒否をした証人に
対しても刑事免責に類する利益を与えることがで
きるはずであるが，刑事免責規定はそのような処
理を認めていない．
　証人保護規定も同様に証言を理由とするもので
はない．本条は単なる証人を保護するのではなく，
自身やその家族に身体的な危害を加えられるおそ
れのある証人の保護をはかるための規定である．
また，証人保護規定による措置が価値あるものと
いえるかもまた疑わしい．証人に与えられる保護
の内容は総括すれば身元の秘匿である．これは，
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証言をしたことによる報復を防止するための措置
であり，やむを得ずするものであって，証人もこ
れらの措置を価値があると感じるとは限らない．
証人保護は，証言を理由に利益を供与することに
は当たらない．
　したがって刑事免責も証人保護条項もそれだけ
では証人への心づけ行為には該当しないと考えら
れる．これらの条文は議会が検察官に証言取引権
限を与えている根拠にはならない．
　これに対し，相当程度の協力条項は，捜査・訴
追協力と引き換えに減刑の利益を認めるものであ
って，同意意見の論じたように，この訴追協力に
は証言協力が含まれると考えるのが相当である．
そのため，同法は協力者のした証言を理由に減刑
の利益を与えるということを正面から認めている．
この限りで，証人への心づけ規定にもかかわらず，
相当程度の協力条項による利益供与は適法である
といわなければならない．
　もちろん減刑の判断主体は裁判所であり，検察
官の申立てに裁判所は拘束されない．それゆえ，
検察官が証人に対して下限からの離脱の利益を供
与することまで法律が是認しているとはいえない．
しかし，この減刑は検察官の申立てがあって初め
てできる．自己の犯情や罰条にもかかわらず，量
刑の枠を下回ることができるという恩恵は被告人
にとって絶大である．検察官の申立てはこうした
離脱を享受する可能性を創出するものであって，
それ自体価値あるものに当たるといってよい93）．
　しかし，相当程度の協力条項に基づき証言協力
に対し減刑の申立てをすることが許されるからと
いって，検察官が証言取引をする権限があると解
するのは論理が飛躍しすぎている．相当程度の協
力条項はすべて，すでにした証言について
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，検察
官の申立てのもと裁判所が減刑できると定めてい
る．つまり，相当程度の協力条項は，被告人が証
言をした後に，検察官が申立てをして減刑の利益
を与えるということしか定めておらず，証人のこ
れからする証言について検察官が減刑の申立てを
する約束をしてよいとは書かれていない94）．証言
取引は，協力者となる者に対して事前に利益を提
示して証言させるためにあるのだから，必然的に，
将来の証言を理由にする取引にならざるを得ない．
このため，すでにした証言に対する利益供与が許
容されるとしても，これからする証言を目的にし
た証言取引は正当化されるとはいえない．相当程
度の協力条項からは過去の証言を理由とする利益
供与しか是認できない95）．
　同意意見はまた，相当程度の協力条項の実効性
を高めるため規定の存在を周知させることが必要
であり許容されると述べる．しかし協力条項から
検察官の周知権限を導けるとしても，だから証言
取引が許容されると結論するのは不適当であろう．
同意意見のいうように，確かにこのような相当程
度の協力条項が存在することを知らせなければ，
重要な情報を持つ被告人が捜査・訴追協力をする
動機を持たず，本条の規定が無意味になりうる96）．
それゆえ，相当程度の協力条項の内容を告知する
ことは許容されるかもしれない．しかし，相当程
度の協力条項の存在を認識させることは証言取引
とイコールではない．単なる告知は，相当程度の
協力条項について申立てをするという意思表示を
内容としていないからである．
　したがって，法律上の根拠から正当化できるの
は，すでにした証言を理由に検察官が減刑を求め
る申立てをすることのみである．もちろん，刑事
免責や証人保護規定が証言取引の誘因に使われる
ことはありうる．また実際に，相当程度の協力条
項は組織犯罪関与者等から協力を引き出す上での
強力な武器となっている97）．しかし，一定の状況
下で，検察官が証人に利益を付与する権限が認め
られていても，その権限を利用して証言を引き出
すことは別である．法律上の諸規定を参照しても
議会は証言取引を特別に許容しているとはいえず，
同意意見の理由付けにより心づけには当たらない
とするのは困難である．
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Ⅵ Singleton II 法廷意見
1 　Nardone 法理
　他の規定を参照して証言取引の許容性を論証し
ようと努めた同意意見とは異なり，Singleton II 法
廷意見は検察官が201条⒞ ⑵の主体である「何人
も（whoever）」に該当しないとして証言取引を適
法とする．検察官が主体から除外されるという法
廷 意 見 の 結 論 を 支 え る の が Nardone v. United 
States で表された法理である．
　Nardone 事件では，連邦職員が電話盗聴により
証拠を収集したことについて98），合衆国法典第47
編605条に定められていた「何人も（no person），
送信者からの許諾を得ずに，電信による州際コミ
ュニケーションを害してはならず，また当該コミ
ュニケーションの存在，内容，趣旨，結果，意味
を暴露してはならない」という当時の刑罰規定に
該 当 し な い か が 争 点 と な っ た99）．検 察 官 は，
Olmstead v. United States に基づき，合衆国最高裁
は電話盗聴により得た証拠に証拠能力を認めてお
り100），したがって連邦職員が捜査目的のため電話
盗聴をすることは限定的ながらも許容されている
のだから101），議会は証拠収集のためにする盗聴を
禁止する趣旨ではないと主張していた102）．加えて，
Olmstead の判断以降，議会が繰り返し電話盗聴を
禁止する法案を提出しながら通過しておらず，605
条の立法に際しても証拠収集方法としての盗聴と
の関係を議論していなかった事実が存在する103）．
にもかかわらず，合衆国最高裁はこれらの事実は
本条の主体から連邦職員を除外する理由として十
分ではないと判断した104）．
　Nardone の判断によれば，政府機関が法の概括
的文言から除外されるのは，当該法律により確立
された大権が主権から奪われる場合，または公務
員に当該法律を適用すると不当な結果が生じる場
合に限られる105）．前者の例としては，一般的な出
訴期限法の州に対する不適用であり，後者の例と
してはスピード違反追跡中の警察官に対する速度
法規の不適用である106）．Nardone では盗聴した連
邦職員がこのような例外を満たして「何人も」か
ら除外されるとはいえないとし，605条の成立を肯
定した．
　Singleton II の法廷意見はこうした Nardone 法理
を援用しつつも，Nardone での評価とは異なり，
検察官の証言取引を処罰することは上記いずれの
場合にも該当するため，主体から除外されると判
示する107）．すなわち，政府の権限は管理や代理人
を介してしか発動しないところ，検察官は国家の
訴追権限を行使できる唯一の存在であり，その権
限の範囲内で行為する限り，検察官は連邦の分身
である．だから，「人」を意味する「何人も」に連
邦も含まれるというのは馬鹿げた議論である108）．
また，コモンロー時代から，減刑と引き換えにな
された共犯者証言は実務上，容認されてきたので
あり，証言取引実務はアメリカにも深く浸透して
いるのであるから，これによって主権に属する大
権が形成されている109）．それゆえ証言取引を禁止
すると確立された大権が主権から剥奪されること
になる．したがって，Singleton II 法廷意見は，検
察官の証言取引に心づけの成立を認めることは，
不当な結果を生じると同時に，確立された大権を
侵害することになるから，検察官は「何人も」に
該当しないとする．
2 　不当な結果
　しかしながら，不当な結果を導くということに
関して，法廷意見の説明は適切ではない．まず，
検察官が証言取引をすることができる唯一の主体
だから国家の分身であって処罰を免れるという理
屈は直ちには認めがたい110）．確かに，検察官は，
刑事訴追の原告として，国を代理することがある
が，刑事訴追の被告人となるような場合にまでそ
うとはいえない．このことは，公務員がその行為
主体となる収賄罪において，公務員は国家の分身
であるから処罰されないという理屈が通用しない
のと同じである．収賄罪において，利益収受の対
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価となる公務とは，訴訟や聴聞，行政的判断その
他これに類する事項を指す111）．これら公務は公務
員の行為を媒介してしか発動しないため，法廷意
見の評価に従うならば，公務員は公務を行う際，
国家の分身であって「何人も」には当たらないよ
うに見える．にもかかわらず，Nardone 法理の適
用があるとはいえない．収賄罪の訴追において，
公務員は連邦ではなく一個人の名で被告人となる
のであり，自分は国家の分身であるから訴追され
ないという主張はおよそ認められない．公務員が
国を代理することがあっても，あらゆる場面にお
いて免責されるとはいえない112）．しかし法廷意見
の理解では，およそ公務と認められる限り，当該
公務員が国家の分身であることになって，Nardone
法理の例外基準を満たすことになってしまう．そ
れは連邦職員の電話盗聴が605条に該当するとした
Nardone 自体にも反するだろう．
　また，不当な結果というのはそもそも国家に法
律を適用することから生じる不都合な帰結を指す
のであって，国家に法律を適用すること自体の不
都合を指すのではないと解される．現に，国務省
に対するサピーナを請求した事件で，連邦控訴裁
判所が Nardone 法理を用いた際，国務省が国家に
該当するから法適用が不当であるとはしてはいな
い113）．国務省が国家機関であることは疑問がない
にもかかわらず，この事件では，サピーナを認め
ても不当な結果は生じないと認定されている114）．
3 　確立された大権
　したがって，不当な結果に関する法廷意見の論
理は倒錯しており，この点に関する当てはめは理
由がない．しかし，前述したように，Nardone 法
理が満たされるためには，不当な結果か，大権の
剥奪か，いずれかの類型に該当すれば足りる．こ
のため，大権の剥奪が認められるならば201条⒞ ⑵
は成立しない．法廷意見は，証言取引が心づけ規
定で禁止されると，主権から大権が剥奪されると
論じる．そこで，検察官が証言取引を行う大権の
存在を論証することが Nardone 法理の適用に関す
る結論を支える上で重要となる．
　法廷意見は証言取引の大権は確立したものであ
るとし，その理由付けを歴史性に求める．つまり，
法廷意見は「コモンローの時代から，量刑の軽減
と引き換えにした共犯者証言を容認する積年の実
務」があるとする．ここでいうコモンロー上の実
務とは，approvement と turning King’s evidence
のことをいうと解される115）．
　approvement とは，反逆罪ないし重罪で訴追さ
れ，死刑を科される危険のある者が，恩赦を得る
ため訴答前に公訴事実について自白し，共犯者を
告発することをいう116）．もし共犯者とされた者が
有罪になった場合，当然に恩赦を得ることができ
る．しかし，共犯者が無罪となった場合，告発を
行った者が有罪であるとして処刑されるというも
のである117）．
　こうした approvement は少なくとも17世紀半ば
までには廃止される118）．その理由は，恩赦の付与
が共犯者の有罪判決を条件としていたため，偽証
の危険が共犯者告発の有益性を上回ったからだと
さ れ る119）．代 わ り に 有 力 に な っ て い く の が
approvement の不都合を修正した turning King’s 
evidence である．これは，共犯者が真実を自白し，
国側の証拠として公明正大に証言した場合，実務
上，裁判所が訴追を猶予し，当該共犯者は赦免を
乞う衡平法上の権利を得るというものである120）．
approvement との違いは恩赦の権利を得るわけで
はないことのほか121），権利の付与が対象者の有罪
判決を条件としておらず，公明正大な証言をする
だけでよいということにある122）．turning King’s 
evidence において，共犯者の証言は信用性が減ぜ
られるものの，証人適格は認められるとされてい
る．こうした turning King’s evidence の発想は，
刑法，刑訴法，証拠法に組み込まれ，これらはす
べて合衆国の法規範形成に影響を与えたとされて
いるから123），この実務慣行がアメリカ刑事司法の
基礎を提供しているとはいえるかもしれない．
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　approvement と turning King’s evidence は，確
かに，証言と引き換えに恩赦等の利益を与える点
で証言取引と類似する実務である．しかし，これ
によって大権があるといえるかには疑問が向けら
れる．第一に，単に伝統があるということと，大
権があるということの間には距離がある124）．
approvement と turning King’s evidence が許容さ
れていたのは，国家に特権的な大権があったため
立法府の規律が及ばなかったからなのか，それと
もコモンロー上，明示的な禁止規定がない反射効
として許容されていただけなのか，いずれの可能
性も残されている．とりわけ当該実務が手放しで
賞賛されていたわけではない場合にはそうであろ
う125）．検察官を処罰対象として明示しない限り議
会が当該実務を法により禁止できないといえるほ
どの大権が認められていたかは直ちには断言でき
ない126）．
　 第 二 に，よ り 重 要 な の は， turning King’s 
evidence は検察官が証言取引をする権限をいうも
のだったかという点である．仮に歴史的伝統によ
り国家の大権が形成されることがあるとしても，
正当化される範囲はその歴史的伝統があるといえ
る範囲に限られる．つまり，法廷意見のロジック
に従っても，検察官の個別具体的な証言取引が正
当化されるかはそのつどコモンローを参照しなけ
ればならない127）．そして，turning King’s evidence
であっても，現在アメリカで行われている証言取
引と全く同じであるということはできないであろ
うから128），本件のようにごくありふれた証言取引
行為でさえ，検察官の証言取引権限を画定するた
めコモンローの実態をその都度検討しなければ，
本来は適法だと断言できない129）．Singleton II 法廷
意見は，証言取引の適法性に関して，それだけ安
定性を欠く土台を採用したのだといえる．
Ⅶ 制約原理としての機能可能性
　Singleton II 法廷意見は，Nardone 法理の適用を
論じ，主体からの除外要件である大権の剥奪と不
当な結果のいずれも生じると判断した．しかし，
このうち不当な結果の論証には理論的難点がある
ため，検察官を心づけの罪の主体から除外する理
由付けとしては大権の剥奪ということしか残って
いない．それゆえ Singleton II は，実質的には検察
官には証言取引を行う大権的権利があることのみ
を根拠に，201条⒞ ⑵の証人への心づけには当た
らないと判断しているといえる．ただ，その大権
の根拠も，コモンロー以来の歴史的伝統があると
いうことに帰着する130）．この歴史的伝統によって
本当に証言取引が正当化されるかは疑わしい．こ
のため，法廷意見は，かえって証言取引を正当化
する根拠の薄弱さを曝け出し，批判を浴びた．
　しかし，少なくとも判例上は，Singleton II の判
断によって証言取引と心づけの関係には決着がつ
けられた．Singleton 事件以降，証言取引は証人の
心づけに当たって違法であるという爆発的に増加
した主張に対し，第10巡回区以外の控訴裁判所は
Singleton II 法廷意見の発想に従ってその主張を退
けるのが多数派であり131），そうでないとしても同
意意見の立場に依拠して心づけの罪は成立しない
と判断している132）．こうした状況に照らせば，
Singleton II の理論構造は，その難点を指摘しても
覆る余地がないほど確かなものになっている．こ
のためか，研究者の関心も，証言取引そのものの
適法性というよりは証言取引に伴う危険性を最小
化するための手続保障の模索に移りつつあるよう
に見える133）．
　にもかかわらず，Singleton II の法廷意見（ない
し同意意見）の理論構造は，いまだ検討する価値
が尽きたとはいえない．それは，同意意見はもち
ろん，法廷意見の判断もまた，その判断を正当な
ものとして受け入れたとしても，極端な証言取引
行為を規制する原理として働く余地を残している
からである．
　Singleton II は，証言取引の大権により，「何人
も」を対象とする刑罰法規の主体から検察官が除
外されると判断した．しかし，検察官の証言取引
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行為が常に処罰を免れるわけではないということ
を法廷意見は周到にも述べる．すなわち，「当裁判
所の判断は，主権が伝統的に行使してきたもの以
外で，証人に申込みをする限界を超えることを検
察官に認めるものではない134）」のであって，「証
言の対価として政府が容認した以外の価値を供与
すればもはや国家の分身ではなくなり，政府の保
護を笠に着ることはできない135）」．それゆえ，法
廷意見の立場であっても，「検察官の不適切な権限
行使やその濫用は許容されない」とされている136）．
これまで連邦における証言取引は，検察官の訴追
裁量権を背景に融通無碍に用いられ，ほとんど制
約原理のなかったのに対し，Singleton II がその限
界を設ける役割を果たしうることを自覚的に宣言し
た．法廷意見はこの点で同意意見と軌を一にする．
　問題は，法廷意見の理由付けによって，いかな
る場合に不適切な権限行使となるのかが定かでは
ないことにある．法廷意見による適法性判断は，
当該行為がコモンローに由来する大権の範囲内か
に帰着するから，ある証言取引行為が許容される
かは本来コモンローの歴史を紐解かなければ判断
できない．しかし，コモンローの実務慣行が明瞭
であることは珍しい上137），その内容を画定するた
めには専門的研究が必要になる．同意意見が法廷
意見に難色を示したのもまさにこのような視点か
らだった138）．現に，当の法廷意見でさえ，本件証
言取引が実際のところコモンローで許容される範
疇に含まれるということを具体的に論証していな
い139）．それゆえ，法廷意見の立場を取ったとき，
証言取引の限界に関する理解は人によって大きく
異なり，ほとんど直感に等しくなると言っても過
言ではない．
　同意意見は，法廷意見の見解に基づくと，検察
官が証人から虚偽証言を得るため金銭を支払うこ
とまで許容されてしまうと批判する140）．これに対
し，法廷意見は，同意意見の批判は当たらないと
反論する．すなわち，証人から虚偽証言の対価と
して証人へ金銭を支払うのは検察の公務を遂行し
たものとは言えず，また合衆国法典第18編1622条
の偽証教唆罪で処罰されると法廷意見は述べ
る141）．
　法廷意見はここですでに，虚偽証言獲得を目的
とした金銭報酬の支払いがコモンロー上許容され
ていたかではなく，当該行為が現時点で適正な公
務と評価されうるかの問題に判断基準を動かして
いる．確かに，検察官が虚偽証言獲得目的で行動
した以上，当該取引は公判における真実発見作用
を積極的に害するのであって，検察官の職責に反
するのは疑問の余地がない142）．そして，そのよう
な証言取引がコモンロー上も許容されていたはず
がないと推論するならば，こうしたすり替えも了
解可能かもしれない．ここで問題は検察官の職業
倫理に接近するように見える．
　しかし，検察官が虚偽の証言を目的とする意図
を有していなくとも，単に金銭報酬を約束した時
点で証言取引は許容されないのではないかという
問題に直面したとき，法廷意見はこれを解決でき
るのかという疑問が直ちに生じる．金銭報酬の支
払いは検察官の訴追裁量権を背景にするものでは
なく，法曹倫理規範に反する上143），歴史的にも法
律的にも根拠がないのだから許されないとするも
のがある一方144），証人に金銭報酬を支払う事例は
判例上頻繁に見られるのみならず，身体の自由を
報酬とする証言取引よりも虚偽のおそれが小さい
として金銭報酬の正当性を積極的に論証する判断
さえ存在している145）．金銭報酬という実務上あり
ふれた証言取引であっても，法廷意見の論理構造
からはたやすく正当化することができない．
　これとは違う方向で基準の不分明さを示すのが
証人買収罪との関係である．すなわち，証言取引
が証人への心づけではなく，201条⒝ ⑶の証人買
収罪の要件を満たした場合，「何人も」から検察官
が除外されず，越権行為として本罪が成立すると
いうことは，本件検察官自身が認めている146）．法
廷意見はこの問題について，おそらく意識的に言
及を避けているのに対し147），学説は証人買収行為
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が偽証教唆行為と同様，証言取引として行われて
いたとしても成立が否定されないという結論を特
に批判なく受け入れているように見える148）．証人
買収罪は，不正性や証言に影響を及ぼす犯意の有
無という点でのみ心づけの罪と異なるのであって，
行為態様は両者でほとんど差がないにもかかわら
ず，証人買収罪に至れば権限の範囲外であるとい
うことは比較的素朴に受け止められている．その
理由は定かではない．
Ⅷ お わ り に
　このように，Singleton II は，証言取引が証人の
心づけには当たらず違法ではないことを宣言する
のみならず，証言取引の限界を設けるための制約
原理としての機能を併せ持つことも含意していた．
しかし，その検討項目は明瞭ではなく，証言取引
の制約はほとんど実効性を持っていなかった．こ
のためかSingleton IIの判断によって証言取引手段
の限定を図るという試みは真剣に取り上げられて
おらず，現在においても考察が深められていない．
　そのような状況下において，決して十分とは言
えないながらも，Singleton II の規範との関係でほ
とんど唯一許容性が触れられてきたのが金銭報酬
による証言取引や証人買収罪の成否，あるいは偽
証教唆罪の成立である．これらは，Singleton II の
規範の内実を定める手がかりとなるものであるが，
いずれもコモンローの歴史的裏づけに触れないま
ま，結論先取り的にその適法性が論じられている．
実際のところ証言取引の許容性を隔てると考えら
れているものは何か，どのような証言取引手法が
何との関係で問題視されているのかが問われなけ
ればならない149）．
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1305 （Lucero, J. concurring）.
149） もちろん，Singleton 事件は連邦において証人の心
づけの罪という刑罰法規が法定されていたために生
じたものである．したがって，類似の法規を持たな
い法域において，同様の問題が生じるとは言えない．
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当然ながら本稿は証言取引一般について，たとえば
Nardone 法理の適用をすべきであると主張するもの
でもない．しかし，法廷意見が歴史的伝統や検察官
の権限の範囲をその正当化根拠とした限りにおいて，
Singleton の判断およびそれを前提にした限界づけは
ある程度の普遍性を持つ．なぜそのような線引きが
なされているのか，線引きをすべきだと感じたのか
分析することは比較法の見地からも有意義な問題だ
と考えられる．

